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石狩市地域未来投資促進条例の一部改正について（原案） 

 

１ 改正の内容 

地域経済を牽引する事業の促進を通じ、地域における経済の更なる活性化を目指すために平成 30 年に

制定した石狩市地域未来投資促進条例について、再生可能エネルギーの地産地活を推進する事業及び新港

地域の産業の人材育成施設などを新たに対象として追加するため、石狩市地域未来投資促進条例の一部を

改正します。 

 

【改正する条項】 

・別表第 1（第４条関係）（抜粋） 

改正前 

別表第１（第４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正後 

【対象産業区分】 

新たに「地域再エネ供給」、「教育訓練・学習支援」を追加 

≪対象地域≫ 

・地域再エネ供給…石狩市域 

・教育訓練・学習支援…新港地域 

≪要件≫ 

・地域再エネ供給 

(１) 土地を除く投資額が５千万円以上であること。 

(２) 当該新設において 3人以上の雇用を行うこと 

・教育訓練・学習支援 

(１) 土地を除く投資額が５千万円以上であること。 

(２) 当該新設において３人以上の雇用を行うこと。 
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・別表第 2（第 7条関係）（抜粋） 

改正前 

 

改正後 

【対象産業区分】 

新たに「地域再エネ供給」、「教育訓練・学習支援」を追加 

≪対象地域≫ 

・地域再エネ供給…石狩市域 

・教育訓練・学習支援…新港地域 

≪要件≫ 

・地域再エネ供給 

(１) 土地を除く投資額が 1千万円以上であること。 

・教育訓練・学習支援 

     (１) 土地を除く投資額が 1千万円以上であること。 

 

２ 改正の背景 

現在、石狩市では、地域の再生可能エネルギーを地域で活用する「再エネの地産地活」を推進し、再生可能

エネルギーを活用したいと考える企業の誘致を進めております。 

今後新たに設置される再生可能エネルギーについては、これまでの固定買取価格制度に代わって FIP 制

度（フィードインプレミアム（Feed-in Premium））が導入されることになっており、発電した電気を需要家

に直接売ることが可能となりました。また、木質バイオマス（チップ・ペレット）や再生可能エネルギー由来の

水素エネルギーなどが地域で供給できる可能性が出来ている中で、そのエネルギーを地域で使える仕組み

の構築を促すため、新たな優遇措置として、「地域再エネ供給」の区分を設けるものです。 

また、洋上風力発電事業において、石狩市沖を含む道内５地域が令和５年５月に再エネ海域利用法に基づ

く有望な海域に指定され、今後道内に洋上風力関連産業の集積が期待されている中、新たな地場産業の創

出を図るため、人材育成などを行う教育訓練・学習施設設備に対して優遇措置を設けるものです。 
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【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域未来投資促進条例パンフレット 

（https://www.city.ishikari.hokkaido.jp/soshiki/kouwank/18368.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域未来投資促進条例に基づく課税免除企業数及び課税免除額

年度 平成３０年度
平成31年度

（令和元年度）
令和2年度 令和3年度 令和4年度

課税免除企業数 29 20 22 27 27

　上記に係る課税免除額（億円） 0.8 0.8 0.8 1.1 2.2

石狩湾新港地域立地企業数（石狩市域分）

H30年 R元年 R2年 R3年 R4年

14 19 22 16 19

撤退企業数 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 11 ▲ 12 ▲ 9

593 603 614 617 626

新規操業企業数

操業社数


